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総務消防委員会資料                     令和５年９月 

                              行 財 政 局 

 

令和６年度「大都市財政の実態に即応する財源の拡充についての要望」について 

 

 京都市をはじめ指定都市は、人口の集中や産業集積に伴う大都市特有の財政需要を

抱えるとともに、住民基本台帳に関する事務など基本的な市町村事務に加え道府県に

代わって多くの行政サービスを担っていますが、これらに必要な財源に見合う税制上

の措置や地方交付税の配分が不十分なため、自主的・安定的な財政運営が困難な状況

となっています。 
 本要望は、そうした税財政制度に関する指定都市共通の課題解決に向け、指定都市

議長会と指定都市市長会が共同し、国に対する要望活動を毎年度実施しているもので、

大都市財政の実態に即した財源の拡充強化により、行政サービスの向上と自主的で 

安定的な財政運営を目指しています。 
 このたび、指定都市間の協議を経て、令和６年度の要望書案を取りまとめましたの

で御報告いたします。 

 

１ 令和６年度の要望内容（要望書は別紙のとおり） 

＜税制関係 ５項目＞                                        

  ① 真の分権型社会の実現のための国・地方間の税源配分の是正 

  ② 大都市特有の財政需要に対応した都市税源の拡充強化 

  ③ 事務配分の特例に対応した大都市特例税制の創設 

  ④ 個人住民税の一層の充実 

  ⑤ 固定資産税等の安定的確保 

＜財政関係 ４項目＞ 

  ⑥ 国庫補助負担金の改革 

  ⑦ 国直轄事業負担金の廃止 

  ⑧ 地方交付税の必要額の確保と臨時財政対策債の廃止 

  ⑨ 地方債制度の充実 

 

 ※ 今年度から、類似の要望項目を統合するとともに、各項目、現状と課題・要望

内容をより簡潔かつ的確に伝えるため、資料構成を改善しております。 
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２ 昨年度の成果 

要望項目 要望に係る成果 

固定資産税等の

安定的確保 

○土地に係る固定資産税等に関する既定の負担調整措置の適用 

新型コロナウイルス感染症の影響等を踏まえ、令和３年度及び４年

度に講じられていた、土地に係る固定資産税の負担調整措置の特別措

置については、令和５年度は実施されず、負担の均衡化に向けた既定

の負担調整措置が行われることとなった。 

地方交付税の必

要額の確保と臨

時財政対策債の

廃止 

〇地方交付税の増額 

令和４年度補正予算により、臨時経済対策費として４，６７１億円

（うち、指定都市３１０億円）の追加交付が実施された。 

地域デジタル社会推進費の事業期間の３年間延長（令和５～７年度）

や、令和５年度予算では自治体の施設の光熱費の高騰を踏まえた増額

がされるなどの財源措置が行われた。 

○臨時財政対策債の縮小 

令和５年度臨時財政対策債の発行額が制度発足以降、最少額まで縮

小された。 

 

３ 今後のスケジュール 

  １０～１１月 政府等への要望活動（幹事市[神戸市]の議長及び市長） 

  １１月中   各政党への要望活動（各市の税財政関係特別委員会の委員） 


